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＜連結決算概要＞ 
 
 売上収益は、1兆1,649億円。 
 前年比 ＋721億円、6.6％の増収となりました。 
 
 その他収支を除く営業利益は、925億円と、 
 前年比＋179億円、23.9％の増益。 
 
 当期利益は、767億円と、 
 前年比＋306億円、66.3％の増益となりました。 
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‹得意先売上＇現地通貨ベース（› 
 
 トヨタグループ向け 
  5.7%の増収となりました。 
  日本や欧州での車両生産の増加、 
  北米での Toyota Safety Sense P の装着率の大幅な拡大により、 
  売上が増加しました。 
 
 トヨタグループ以外のカーメーカ向け 
  7.3%の増収となりました。 
  下記の理由により、売上が増加いたしました。 
 
  ・GMでは、中国での車両生産の増加や、 
   北米でのコモンレールシステムの拡販 
 
  ・SUBARUでは、車両生産の増加や、ディスプレイ製品の拡販 
 
  ・日産では、車両生産の増加や、車両制御ECUの拡販 
 
  ・ボルボでは、エンジン制御製品の適用車種拡大 
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‹製品別売上＇現地通貨ベース（› 
 
 サーマルシステム製品 
  中国での車両生産増加により、売上が増加しました。 
 
 パワトレインシステム製品 
  北米やアジア地域の車両生産増加や拡販により、 
  売上が増加しました。 
 
 インフォメーション＆セーフティシステム製品 
   Toyota Safety Sense Pの適用車種の順調な拡大や、 
  車両生産の増加により、売上が増加しました。 
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＜営業利益(除くその他収支)の増減要因＞ 

 
 16年6月期からの主な増減要因は、下記の通りです。 
 
  マイナス要因 
   ・償却費 ▲50億円は、生産性向上等といった生産基盤の強化に加え、 
    将来の競争領域への投資の増加によるものです。 
   ・素材費 ▲45億円は、原材料価格の上昇によるものです。 
  
  プラス要因 
   ・操業度差益 ＋200億円は、生産の増加や拡販によるものです。 
   ・合理化努力  ＋110億円は、コストダウンや生産性向上によるものです。 
 
 以上により、17年6月期における 
 その他収支を除く営業利益は、925億円となりました。 
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＜地域別の売上・営業利益(円貨ベース)＞ 
 
 次ページにて、現地通貨ベースで説明 
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＜地域別の売上・営業利益(現地通貨ベース・その他収支を除く) ＞ 
 
 日本 
  ・売上収益は、車両生産の増加や拡販により、 
   前年比 +9.6%の増収となりました。 
  ・利益は、車両生産の増加や、合理化努力に加え、 
   グループ会社間の取引価格に関する社内ルールに従い、 
   グループ会社間取引の為替負担を、日本から海外に転嫁したことにより、 
   前年比 +73.5%の増益となりました。 
 
 日本以外 
  ・売上収益は、生産の増加や拡販により、全ての地域で増収となりました。 
  ・利益は、各地域で生産性向上等の合理化が進んでいること等により、 
   アジア及びその他の地域は増益となりました。 
   なお、グループ会社間取引の為替負担を、日本から海外に分散させたため、 
   各地域における利益が減少しました。 
   その影響により、北米と欧州では、減益となりました。 
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＜上期予想＞ 
 足もとの為替の状況を踏まえ、上方修正いたします。 
 
 売上収益は、2兆3,300億円、 
 その他収支を除く営業利益は、1,490億円といたします。 
 
 前提となる為替レートは、ドル 111円、ユーロ 121円＇※（です。 
 日系車両生産台数は、国内 454万台、海外 985万台と 
 想定しております。 
  
 上期の予想には、情報通信事業を展開するTDモバイル社を 
 7月に子会社化したことに伴う 売上収益 及び 営業利益の増加分を 
 織り込んでおります。 
 
 ※：第2四半期以降の為替前提において、ユーロを5円円安の120円にする等、 
   一部の通貨を、円安に見直しました。 
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＜通期予想＞ 
 足もとの為替の状況を踏まえ、上方修正いたします。 
 
 売上収益は、4兆7,400億円、 
 その他収支を除く営業利益は、3,410億円を見込んでおります。  
 
 前提となる為替レートは、ドル 110円、ユーロ 121円です。 
 日系車両生産台数は、国内 942万台、海外 2,006万台と 
 想定しております。 
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＜営業利益(除くその他収支)の増減要因予想＞ 
 
 17年3月期からの主な増減要因は、下記の通りです。 
 
  マイナス要因 
   償却費、経費、素材費などの増加により、▲ 684億円 
 
  プラス要因 
   操業度差益、合理化努力等により、+ 830億円 
 
 以上により、18年3月期における その他収支を除く営業利益は、 
 3,410億円＇前年比 +146億円（となる見込みです。 
 
 なお、TDモバイル社の子会社化に伴う増加影響は、 
 通期予想にも織り込み済ですが、富士通テンの子会社化 
 ＇10月予定（による増加の影響は、未反映です。 
 こちらは、車両生産台数による増加の影響と併せて、 
 中間決算発表の際に、最新予想に反映いたします。 
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